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研究文献レビュー

日本の公立図書館における経営形態
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1．公立図書館の経営形態を考える枠組み
　先行する研究文献レビュー（CA1589、CA1714 参照）
における公立図書館経営の議論は、主として指定管理
者制度についての議論が中心となっていた。確かに、
現在の公立図書館経営に関する議論の中心は指定管理
者制度だが、その多くは制度を導入するか否かの二元
論に終始し、議論の発展性が限られてしまっている。
そこで本稿では、その目的を公立図書館の経営形態に
関する 2010 年以降に発表された研究文献をレビュー
し、従来の管理運営形態や組織形態の議論よりも幅広
くまとめることとする。この経営形態という概念に基
づく議論は、法令等の解釈・運用に密接し硬直的な管
理運営形態や視点が内向きな組織形態に関する議論よ
りも、柔軟性が高く幅広い視点をもたらす。
　具体的に本稿では、公立図書館の経営形態に関わる
議論を、（1）図書館を取り巻く環境、（2）図書館政策・
制度、（3）図書館の経営戦略と戦略的連携・統合、（4）
図書館の経営組織と専門性、などの論点から幅広くレ
ビューする。特に、本稿の一部では指定管理者制度に
付きまとう二元論を解決に導く概念の一つとして、「ハ
イブリディゼーション」（Hybridization）を基礎にレ
ビューを展開している。このハイブリディゼーション
は、生物学の概念を経営学や政治学の領域に応用した
もので、公共セクターや第三セクターの領域において
議論が活発となっている。経営学においてハイブリ
ディゼーションは異なる組織同士の統合を意味し、公
共セクターと民間セクターの組織間の統合に限らず、
公共セクターの組織同士での統合など、経営に幅広い
可能性を与える。公立図書館経営の観点からみると、
例えば、同じ指定管理者とのハイブリディゼーション
でも、経営母体が書店・サービス業といった民間企業
であったり NPO であったりするなど、多様な団体と
の組み合わせがある。さらに民間企業や NPO の中で
も業態の詳細は分かれる。また北欧では、公共図書館、

学校図書館、大学図書館といった公共セクター間のハ
イブリディゼーションも多くある。
　これらのことから、指定管理者制度という狭い範囲
ではなく、経営形態あるいはハイブリディゼーション
という、より広い概念から日本の公立図書館経営を捉
えることで、現在の公立図書館経営に関する指定管理
者制度の導入・非導入といった二元論を止揚した意味
のある議論ができるようになる。なお本稿は、筑波大
学図書館情報メディア系の図書館・公共経営研究室（研
究室代表、小泉公乃）によって執筆するものである。

2．公立図書館を取り巻く環境の変化
　日本の公立図書館を取り巻く環境の中でも経営形態
に関連する議論は、主に政策、法律、デジタル技術の
領域でなされてきた。政策や法律に関連するものでは、
1999 年 4 月以降の地方自治制度改革の「平成の大合併」
が公立図書館の経営形態に大きな影響を与えている（1）。
日向良和（2）は市町村合併に伴って公立図書館で生じる
課題を調査し、森川世紀（3）は合併後も残る図書館未設
置市町村に対する図書館サービスの課題を、「中心市
と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力するこ
とにより、圏域全体として生活機能等を確保する政策」（4）

である「定住自立圏構想」に着目し考察している。ま
た官だけではなく、市民、NPO、民間企業などが公
的な財やサービスの提供を担う「新しい公共」（5）（6）（7）

という概念に関連した議論もある。図書館も「新しい
公共」の場としての機能を果たすべく、地域住民やボ
ランティア、民間企業との協働に取り組み、可能性を
広げることが重要である（8）（9）。
　デジタル技術に関しては、柳与志夫（10）が、近年の
文化的行為の基盤となるデジタル情報を「デジタル文
化資源」と表し、図書館でその重要性が増していると
指摘している。図書館では電子書籍の提供が普及しつ
つあるが、公共サービスとして提供するには技術的な
要件だけでなく、運用方法や著作権の問題について幅広
く議論し、出版業界との調和を図る必要もある（11）（12）。「電
子書籍の流通と利用の円滑化に関する検討会議」の報
告（13）では、図書館における電子書籍の利用は、電子
書籍市場と相互補完的に機能するべきであるとしてい
る。これらのデジタル技術は、コレクションの資料形
態、図書館の業務と組織構造、図書館員の専門性、利
用者の情報行動の根幹に関わるものであり、確実にこ
れからの公立図書館の経営形態に影響を与える。つま
り、デジタル技術によって、利用者、コレクション、
図書館員の働き方が変われば、それに伴う経営戦略、
組織、また資源配分を新たに行う必要が生じ、マネジ
メント層は公立図書館全体の新しい経営形態を創出し
ていく必要に迫られることになる。

＊ 筑波大学図書館情報メディア系
† 筑波大学大学院図書館情報メディア研究科
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3．公立図書館に関連する政策・制度
3.1．公立図書館の政策・制度の動向
　図書館の経営形態を左右するような基準や法律の改
正が行われている。
　2012 年 12 月に文部科学省から告示された「図書館
の設置及び運営上の望ましい基準」（以下、「新基準」）
には、図書館の経営主体を第三者に委託する際の重点
事項が規定された。制度上の課題はありながら図書館
の管理運営形態の多様化が進んでいる状況を国が認め
た形となった（14）（15）（16）。これに対して、座間直壯（17）は
日本図書館協会（JLA）の意見として「法の定めにお
いて教育機関である図書館は、設置者管理主義を維持
し、設置者が直接管理・運営することが望ましい」と
主張している。また、叶多泰彦（18）は、図書館の現場
で経営サイクルを定着させるためのツールとして「新
基準」の活用を期待している。
　図書館を所管する教育委員会にも、新たな動きが
あった。2015 年に「地方教育行政の組織及び運営に
関する法律」が改正され、教育委員会制度が大幅に見
直された。新制度では教育委員長と教育長を一本化し、
教育行政への首長の権限を強化した。近年では、教育
委員会から首長部局に移管される図書館も増加してい
る（19）。新出（20）は、首長の権限増大が「図書館の自由」
への侵害やトップマネジメントによる図書館の民間委
託推進をもたらすことを懸念している。また、糸賀
雅児（21）（22）は教育行政を首長部局が担うことに対して、
教育の自由を保障するための仕組みを整備し、自治体
による選択制を採ることに賛同している。

3.2．指定管理者制度・PFI・市場化テスト等
　図書館の経営主体を民間事業者に委ねることの是非
を問う議論は依然として活発だが、結論は出ていない。
ここでは既存の制度の現状に関する論考等のレビュー
を通して、図書館の経営形態の動向を探る。
　図書館経営の委託の進展に最も強い影響を与えた制
度が、指定管理者制度である。2003 年 6 月に地方自
治法が一部改正され、この制度が導入されたことを
契機に、図書館の経営主体は民間企業や NPO にまで
一気に拡大した。2014 年度までの導入館数は 400 を
超える（23）。地方自治法では「公の施設の設置の目的を
効果的に達成するため必要があると認めるとき」（第
234 条の 2 第 3 項）に導入するとしているが、当初は
経費削減を目的とする傾向が強かった（24）（25）。ここ数年
は制度が抱える問題点も顕在化し、「指定管理者制度
は図書館になじまない」（26）とする国の見解も表明され
ている（27）（28）（29）。文部科学省（30）は、指定管理者制度の
導入に対して「目指すべき姿を実現するため、地域や
図書館の特性を踏まえた最も適切な運営形態を検討す

る必要がある」と提起している。桑原芳哉（31）は指定
管理者制度の導入実態を網羅的に調査した結果、この
ような政府の見解や政治的動向が導入数の増加傾向を
鈍化させたと推察している。増加傾向は鈍化しても毎
年着実に導入件数は増え、導入への反対事例もみられ
る（32）（33）（34）（35）（36）。反対の根拠は、安定した経営基盤の
欠如と図書館員の非正規雇用拡大といった制度的な課
題である（37）（38）（39）（40）。また、田中宏樹（41）と安藤友張（42）

は、公権力の行使に係る業務範囲と責任の所在の不明
確さ、図書館長の任命に対する関係法制の矛盾といっ
た法的問題を指摘している。さらに柳（43）は、制度導
入における賛否両論は論点がかみ合っておらず建設的
な議論ができていないと批判し、図書館経営の改善に
関しては制度の導入によって、改善できる要因がある
か、図書館運営上の問題点の解決を困難とする要因が
あるか、という観点で個別に判断するべきと論じてい
る。
　指定管理者制度以外に国が推進した政策には、PFI

（Private Finance Initiative）や公共サービス改革（市
場化テスト）がある。PFI は「公共施設等の建設、維
持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能
力を活用して行う新しい手法」（44）であり、国内の図書
館では桑名市立中央図書館（45）（三重県）が初めて導入
した。委託先の事業者と図書館職員が合同の研修会や
企画を実施し、計画的な協働に努める一方で、サービ
スを数値で評価するモニタリングの負担や担当職員の
育成といった課題もある（46）。同じく導入館である稲城
市立中央図書館（東京都）は、PFI によって委託先の
事業者が持つ情報技術を最大限活用し、サービス全体
の向上と業務の効率化を実現している（47）。赤山みほ（48）

は PFI を利用した複合施設内の図書館を全国的に調
査し、その特徴を明らかにした。
　市場化テストは、公共サービスの実施主体を民間に
開放し、官と民の間に競争原理を働かせることで公
共サービスの質の向上と経費削減を目指すものであ
る。大阪府は独自の「大阪版市場化テスト」を実施し、
2010 年度から大阪府立図書館の一部業務を民間企業
に委託した。その導入過程と課題は、米谷優子ら（49）

の論考に詳しい。導入時の業務を担当した図書館職員
と委託事業者の意見では、準備期間の短さによる不安
や業務連携の困難さが共通してあげられている（50）。委
託事業者は、図書館の各部署の考え方や大阪府立中之
島図書館と中央図書館における方針の違いへの対応に
苦慮し、期待されている役割への考え方も図書館側と
の間で一部ずれが生じていたと述べている。
　従来の制度以外に、藤原通孝（51）が新しい制度とし
て「公共法人」（仮称）制度を提案している。公共施
設の設置権限と管理権限をあわせて民間事業者主体に
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移譲するというものだが、安藤（52）は現状に適合しな
いと批判している。図書館の経営形態の可能性を広げ
るためには、藤原の提案するような既存の枠組みにと
らわれない新たな視点を持つことが必要だと考えられ
る。

4．公立図書館の経営戦略と意思決定
4.1．公立図書館の経営戦略
　これまで公立図書館を取り巻く環境と政策・制度を
概観してきたが、より図書館の現場に近く、経営形態
に強く影響を与える領域に経営戦略がある。経営戦略
とは、環境にあわせて組織とサービスのあり方を未来
志向的に示す構想であり、組織内の人々の意志決定の
指針となるものである。経営戦略は、一般に玉ねぎに
例えられることが多く、これは経営戦略の各要素を剥
いでいくと最終的には玉ねぎのように何も残らないこ
とを表現している。つまり、経営戦略は顕在的にも潜
在的にも組織に関わるあらゆる要素の統合的な集まり
であるといえる。そして、公立図書館経営の場合、サー
ビス、コレクション、人的資源、財務などの統合的記
述が公立図書館の経営戦略となる。
　この経営戦略の領域においては、小泉公乃（53）が日
本と米国の図書館における固有の経営戦略とそれらを
採用した場合の組織形態について、研究を基礎に明ら
かにしている。また、岡本真ら（54）と青柳英治ら（55）は
これからの図書館のあり方を総合的に論じている。経
営戦略の一般的な特徴が、サービス、マーケティング、
組織、専門性といったあらゆる要素を有機的に束ねる

「未来についての記述」であることを鑑みると、これ
らの著作はこれからの公立図書館の経営戦略を示すも
のと考えられる。
　このように経営戦略は経営形態、サービス、組織、
専門性と密接に関係し、またステークホルダーへの説
明にも活用できるため、最近の図書館経営においては
不可欠なものとなってきている。以下に地方公共団体
や指定管理者による意思決定やそれに基づいた図書館
経営の事例を紹介する。

4.1.1．地方公共団体による図書館経営の意思決定
　図書館に指定管理者制度を導入するか否かの判断
と、導入に伴う指定管理者の募集や選定方法について
は、地方公共団体が地域の実情に応じて決めるのが適
切である（56）（57）（58）。大杉覚が、指定管理者制度は「どの
ような目的・目標を設定するかに応じた使いこなしが
できる、一定程度の柔軟さを有すること」が強みであ
ると述べているように（59）、地方公共団体が図書館経営
に指定管理者を採用する際には、まずは同制度を活用
する目的を明確に設定することが重要である。

　武雄市図書館（佐賀県）の経営モデルは全国的にも
話題になり、内閣府経済社会総合研究所主催のシンポ
ジウム「株式会社の図書館運営が地域を変える−公民
連携の新たな 1 ページ−」の討論（60）では、公立図書
館の経営モデルの転換の契機をつくった意義の大きさ
が認められた。武雄市は図書館を地域活性化やまちづ
くりの拠点とするため、指定管理者制度を活用してい
る。まちづくりの安易な方策として図書館を利用する
ことには否定的な意見もあるが（61）、その集客力と経済
効果の高さは多くの地方公共団体関係者からも注目さ
れている（62）。
　図書館の経営方針は地方公共団体の政策によって定
まるが、首長が図書館経営に関心が高い場合はその考
えが強く反映される。例えば、小郡市（山口県）、萩
市（山口県）、浦安市（千葉県）、白河市（福島県）の
4 市長の座談会では、市長が市民目線のサービスを充
実させることを第一に考えており、それに基づいた経
営戦略を策定していることがわかる（63） 。

4.1.2．指定管理者による図書館経営
　指定管理者による図書館経営では、意欲的な取組みや新
たな形態の事例が報告されている（64）（65）（66）（67）（68）（69）（70）（71）。
その一方で、指定管理者側は、（1）図書館経営に関し
て公的な発言権がない、（2）委任された権限が具体的
な局面で尊重されない、（3）選書のタイムラグが生じ
る、などの課題があることも認識されている（72）。指定
管理者制度を導入している山中湖情報創造館（山梨県）
の丸山高弘（73）は、従来から図書館は多くの経営上の
課題を抱えており、それらを解決しないまま制度を導
入したことで、新たな観点から多く課題が噴出したと
指摘する。

4.1.3．地方公共団体による直営という意思決定
　指定管理者制度が登場した背景には、国・地方公共
団体の深刻な財政難がある。地方財政の再建戦略の一
つとして指定管理者制度を積極的に捉える自治体も多
いため（74）、予算削減を主目的とする導入事例も数多く
みられる。しかし、財政難であっても知恵を絞ること
で、図書館の直営を実現した事例もある。安藤（75）は、
ユニークな発想と手法で図書館を設置した事例とし
て、島根県海士町の「島まるごと図書館」事業を紹介
している。これは、公民館図書室を本館、学校図書館
や地区公民館などを分館として位置付け、島内のすべ
ての拠点をネットワークで結ぶことで、一つの図書館
に見立てた取組みである。2010 年には直営による町
立図書館を開館したため、この事業の本館機能は町立
図書館に移管された。同館では、図書館の予算不足の
解決にクラウドファンディングを活用するなど、様々
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な取組みが行われている（76）（77）。
　また、指定管理者制度を導入した後で直営に戻した
事例や、直営を選択した事例も報告されている。永利
和則（78）（79）は直営と非直営の両方の図書館で館長を経
験し、直営であれば図書館政策の策定に関わり、公の
場での発言もできる権利を有すると述べている。東京
都調布市立図書館長の小池信彦（80）と岡山県瀬戸内市
長の武久顕也（81）は、指定管理者制度を導入しなかっ
た理由として人的資源の重要性を主張している。

4.2．公立図書館における戦略的連携・統合
　公立図書館の経営形態を検討する際に、近年地方行
政の中で深化しつつある民間セクターとの戦略的連携
は非常に重要な視点となる。それは、指定管理者とい
う官と民のハイブリディゼーションによって経営効率
を高めようとするだけではなく、公共セクター同士（官
と官）でも戦略的連携や統合をすることで、サービス
内容を充実させるのと同時にその効率も高めることが
期待できるからである。ただし戦略的連携や統合は、
地方公共団体の政策や方針、地域特性、連携をする機
関の特性にも依存するため、その都度その詳細を検討
した上で実施していくことが重要となる。
　これまでの日本の公立図書館における戦略的連携に
関する議論は「サービス」、「組織」、「社会教育施設」
の一体的提供、の三つのレベルに大別される。

4.2.1．サービスレベルの一体的提供
　公立図書館のサービスレベルでの連携は、主として
資料の流通に関するものを基礎とし、読書環境を支援
するためのものと、サービス全般を拡充するためのも
のに大別できる。
　前者は、蔵書などの物的資源や、サービスを提供す
る人的資源の不足を補うことで、読書環境の改善を図
るものである。岩崎れい（82）は、公立図書館と学校図
書館との連携の大半は「連携」ではなく、学校図書館の
不足部分を公共図書館が補う「支援」であると指摘し
た上で、それぞれの役割が明確でない事例も多いと述
べる。特別支援学校の学校図書館との連携では、資料
貸借や図書館運営の支援、授業における図書館の活用
があり（83）（84）、また、病院図書室との連携では、図書館
システムの共有による資料流通の効率化がある（85）。日
置将之（86）（87）（88）（89）と桑山亜也（90）は、公立図書館と矯正
施設や少年院の図書室との連携によって、入所者の読
書環境を整備する必要性を訴えている。
　後者は、特定地域における異なる館種同士での戦略
的な連携である。渡辺暢恵（91）は、柏市（千葉県）にお
ける学校図書館の整備に公立図書館が協力した事例を報
告している。今後、公立図書館の戦略的連携に影響を与

える学校図書館の高度なサービス提供には、学校図書館
支援センターを中心とした連携の事例がある（92）（93）（94）。
また、菅原聡ら（95）は、神奈川県内の大学図書館を例
に、協議会やコンソーシアムなどの団体における地域
連携を論じている。折井匡ら（96）は、信州大学附属図
書館と周辺地域の公立図書館との多様な連携のあり方
を示している。これらは人的資源と物的資源の共有化
が進展した事例と考えられ、地域コミュニティへの図
書館サービスの一体的提供を目指した連携であるとい
える。

4.2.2．組織レベルの一体的提供
　組織レベルにおける一体的提供は、サービスレベル
に比べてより高度な戦略的連携となる。荻野亮吾（97）

は、大規模な連携事例として市川市（千葉県）内の公
立図書館と学校図書館間とのネットワーク構築事業を
紹介している。
　また、戦略的連携がより深化した結果、高知県立図
書館と高知市民図書館のようにサービス、施設、組織
を完全に統合しようとする事例もみられるようになっ
てきている（98）。鷲頭美央（99）はこの高知県と高知市の図
書館の統合が決まるまでの経緯を詳細に記述し、これ
から本格的に合築が進んでいく過程で乗り越えていく
べき課題を論じている。この高知県と高知市でみられ
る県立図書館と市立図書館のハイブリディゼーション
は、北欧の国々でみられる公共図書館を中心としたハ
イブリディゼーションにそのコンセプトは非常に類似
している。
　同様の事例には、長崎県立図書館と大村市立図書館
との合築の事例もあげられる（100）（101）。

4.2.3．社会教育施設レベルの一体的提供
　博物館、図書館、文書館の MLA 連携は、それぞ
れの施設の収蔵物をデジタル化し、それらを包括す
ることで「知の共通情報基盤」を再構築する（102）。野末
俊比古（103）は、MLA における各施設の収蔵物を社会
教育のための学習資源として捉え、それらを効率的、
効果的に利用することについて言及している。
　佐久間章（104）は、社会教育施設間の連携には、（1）
コストの削減とサービスの維持・向上の相反する課題
の解決、（2）施設機能の維持、（3）運営体制の充実と
類似事業の調整、（4）ボランティアの相互活用、など
の利点があると説明する。その一方で欠点としては、
社会教育施設の運営母体が民間企業であった場合、そ
の特性上、ノウハウ流出の懸念が他施設との連携を望
まなくなる要因となりうることを指摘している。ただ
し同時に複数の社会教育施設の運営を同じ組織が受託
している場合は、施設間の連携がとりやすくなる可能
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性も示唆している。
　また、柳（105）はこれまでの図書館情報学の限界を指
摘した上で、文化情報資源政策論の重要性を論じてい
る。この議論は、文化情報資源を基礎に従来の図書館
情報学の範囲を超えた分野横断的かつ総合的な政策提
言となっており、今後の社会教育施設の経営形態とそ
のあり方にとって重要な意味を持つ。
　このように日本における公共機関同士の高度な戦略
的連携・統合の試みはまだ少ない。しかし欧州の公共
図書館、大学図書館、学校図書館などで既に多くみら
れており、高知県などの事例は日本の公立図書館にお
けるハイブリディゼーションの萌芽的な活動であると
いえる。

5．公立図書館の経営組織における職員の専門性の課
題

　図書館の経営形態が多様化し、異なる勤務形態の職
員が同じ施設内に混在することによって、様々な問題
が顕在化してきている。例えば業務委託が導入された
図書館では、地方公共団体の職員は委託先の職員に直
接指示ができないなど、両者の意思疎通に大きな障壁
が生じストレスにもなっている（106）（107）。一方で直営の
場合には、正規職員と非正規職員の間に立場と業務内容
のねじれが生じ、司書資格をもたない事務職員は図書館
員の業務を期待されることに戸惑いを感じている（108）。ま
た地方公共団体が公立図書館に対して適切な人員配置
を考慮しないまま、図書館にサービスの拡大を求めた結
果、実質的な人員削減となる事例も報告されている（109）。
図書館問題研究会職員問題委員会は、このような雇用
形態と担当業務の実態を調査し、分析している（110）。こ
れらの事例は経営形態とサービス内容や組織構造が図
書館職員のモチベーションや幸福感の問題と密接に関
係していることを表している。
　また、経営形態の違いが図書館員の専門性にも影響を
与えている。例えば、直営の公立図書館を持つ多くの地
方公共団体では司書職の採用制度が確立されておらず、
数年で配置転換されるため、図書館員として知識や経験
を蓄積し、専門性を発揮することができない（111）（112）。そ
の一方で非直営の場合は、長期にわたり図書館員とし
て配置されることが可能になる。専門性の確保と安定
した雇用を両立するためには、利光朝子（113）が指摘す
るように、公立図書館員の職業としての安定性や採用
制度の調査が多く求められる。

5.1．専門性の確保と雇用問題
　図書館員の非正規雇用化によって、専門性やサービ
ス水準の低下、職員の労働条件の悪化に関する話題
が注目を集めてきた（114）。指定管理者制度や業務委託で

は、司書有資格者の配置を要求できるため、サービス
の向上や資格の活用が図れるという特長が強調され
る。しかし、知識や経験不足により、有資格者であっ
ても実力を伴っていない可能性もあり、大きな期待は
できないという声もある（115）。薬師院はるみ（116）は指定
管理者制度の導入に際し、サービスの質的保障に議論
が集中することによって、人件費の削減という問題が
検討されていないことを指摘している。
　JLA は図書館業務の質と図書館員の専門性を確保
し、職員の待遇を改善するため、「図書館事業に係る
公契約基準・試案」を提起している（117）。当時 JLA の
事務局長であった松岡要（118）はこの提起を踏まえ、図
書館の管理運営のあり方や職員の雇用、待遇を改めて
検討すべきであると述べている。
　図書館経営の委託とそれに伴って生じる雇用問題の
背景には、図書館の必要性や図書館員の専門性に対す
る社会や地方公共団体の理解不足という問題が潜んで
いる。これを解決するために、図書館と図書館員の存
在意義を行政や住民に向けて強く発信していく必要が
ある（119）（120）（121）。

5.2．図書館員の人材育成と新しい専門性
　人材育成についても依然厳しい状況といえる。直営
経営の正規職員は予算や職員数削減のために、また非
正規職員は低賃金のために、特に外部機関が実施する
研修に参加できる機会が少なくなっている（122）（123）。
　佐々木美緒（124）は、指定管理者制度の実態調査を通
して、指定管理者が職員の育成や研修に力を入れてお
り、賃金や雇用に対して最大限配慮する必要を認識し
ていることを明らかにした。坂本（125）は、多数の図書
館業務を受託している図書館流通センターが研修制度
の充実に取り組むとともに、長期間継続雇用できる体
制を整え、非正規社員から正社員への登用も推進して
いることを指摘している。また、図書館員の新しい専
門性も重要になってきている。例えば、小田光宏（126）

は組織における ICT の積極的な活用が、図書館員の
役割に変化をもたらすとしている。
　社会教育施設間の連携事業は図書館員の研修に代
わり得る可能性を持つことも指摘されている。具体
的には、そのほかの専門性を持つ職員と交わること
によって職員が相互に刺激を受け、OJT（On the Job 
Training）による実践的な研修の場として期待できる（127）。
横浜市立図書館では、研修の体系化の必要性や支援体
制の不足という課題の検討を通して、図書館員として
のキャリア形成を踏まえた人材育成計画を策定してい
る（128）。このようにそれぞれの経営形態が持つ特徴に合
わせて、図書館員の人材育成の検討や新しい専門性の
模索が行われている。
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6．まとめ
　レビューから明らかになってきたのは、環境や政策・
制度が継続的に変化し経済的にも厳しい状況にあるこ
とから、日本の公立図書館は、（1）直営経営ではない
館が徐々に増加しつつあり、（2）結果として民間セ
クターや公共セクターの他組織との戦略的連携・統合
が求められ、様々な経営形態が実践されてきていると
いうことである。確かにこれらの実践には意義も存在
するが、それと同時に経営的課題の多くが現場の図書
館員へのしわ寄せとなって生じている。これまで見て
きたように、経営形態によって直接的に影響を受ける
図書館員は非常に弱い立場にある。しかも多くの地方
公共団体の場合、指定管理者制度導入の検討が繰り返
し行われた末の苦渋の決断として導入されていた。言
い換えれば、指定管理者制度の導入以降、同制度には
多くの欠点があることが指摘されてきたにもかかわら
ず、多くの図書館員の意図に反して広がり、日本の公
立図書館経営に根付き始めているということである。
　レビューの中でみられてきた問題の根底にあるの
は、「自治体の論理」と「図書館の論理」の不整合であっ
た。それは主として、「経済的合理性」と「図書館に
固有の価値・特性」によるものである。そして、その
図書館に固有の価値・特性の中核には、図書館員の専
門性が存在する。この両者のせめぎ合いの中で、図書
館が直営経営に戻った事例もあった。その一方で、公
立図書館は新たな可能性を追求し、他館種や他の社会
教育施設との連携、あるいは公立図書館同士の統合な
ど、様々な経営形態をとるようにもなっている。これ
が公立図書館のハイブリディゼーションである。
　直営の公立図書館経営のあり方の可能性を高めるこ
とは極めて重要である。しかしながら、それとともに
異なる組織間の連携が深化したハイブリディゼーショ
ンの可能性も今後は検討する必要があるだろう。それ
は、確実に広がりつつある指定管理者制度ひいては自
治体側の経済的合理性を優先する議論を「非直営経営
の採用可否」という二元論にとどめず、公立図書館は
それを機会として捉え、市民にとってよりよいサービ
スを提供できる可能性を持つからである。そのために
必要となるのが、利用者を最優先し、図書館に固有の
価値の維持あるいは向上を重視した経営のあり方を模
索することである。そして、そのときには、地域、地
方公共団体、コミュニティに固有の特性や事情を考慮
し、それぞれの置かれた状況に合った方策を自ら創造
する必要がある。
　さらに、図書館の経営的課題と密接に関連する、図
書館員の専門性、労働環境、幸福感に関する問題もあ
る。これらの問題は自治体の財政難や組織構造、図書
館や司書に対する社会の理解不足など、様々な要因が

関係している。そのため図書館の領域だけではこれら
の問題を解決できず、その解決を図るには図書館以外
の施設との交流も重要となるだろう。
　そして最後に忘れてはならないのが、市民の声であ
る。愛知県小牧市における図書館建設の事例のように

「自治体の論理」と「図書館の論理」の間で、住民投
票を通して地域の市民が意思決定に関わった事例もみ
られた。このような、市民の声が図書館の経営形態の
是非に関わり、地域の注目を集めるようになってきた
のは、最近のことであろう。このような議論の広がり
は、図書館という観点からのみならず、公共経営やパ
ブリックガバナンスというより幅広い観点からも重要
な意義を持つ。
　公立図書館は公的組織体であるために必ず合理化が
求められ、自治体の論理と向き合うのは宿命であると
いえる。しかし公立図書館の明るい未来に向けて、図
書館員は市民の声に耳を傾け、知恵を絞り、障壁を乗
り越える新しい経営のあり方を創造し、新しい経営形
態、サービス、組織、専門性を構築していく必要があ
るだろう。
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Th i s  paper  rev iewed research  ar t i c l e s  on 
management structures of public libraries in Japan 
published from 2010 to early 2016. We arranged 
the research material into four categories by using 
the concept ‘Hybridization’ in order to direct 
the discussion into wider and more meaningful 
perspectives. The topics are 1) library management 
environment, 2) l ibrary management policies 
and rules, 3) management strategies, strategic 
cooperation and integration, 4) management 
organizations and librarians’ specialties. Finally, 
we concluded that there are some challenges to 
overcome between the logic of public institutions, 
such as efficiency, and the logic of public libraries, 
such as specialities of librarians.


